
総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 統合事務費 22,143 21,983 22,143 21,983 0 0

2 広報よこはま発行事業 7,866 7,389 7,731 7,271 135 118

3 市民相談事業 1,729 1,729 1,847 1,847 △ 118 △ 118

4 クリーンタウン横浜事業 1,080 1,080 1,080 1,080 0 0

5 消費生活推進事業 810 810 810 810 0 0

6 緊急時情報システム運用事業 480 480 480 480 0 0

7 スポーツ推進委員支援事業 3,204 3,204 1,755 1,755 1,449 1,449

8 青少年指導員事業 1,847 1,847 3,296 3,296 △ 1,449 △ 1,449

9 学校・家庭・地域連携事業 960 960 960 960 0 0

10 健康づくり月間事業 180 180 180 180 0 0

令和３年度　瀬谷区個性ある区づくり推進費【統合事務事業費】一覧

（単位：千円）

事業計
画書
番号

事業名
３年度 ２年度 増△減（３－２）
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［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】
（単位：千円）

係

（ 区 － 事 ）

0 　

797

635

0

0

0

850

令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

平成29年度 歳出
予
算

統合事務事業費

事  業  名

歳出

メリット＋一般財源

事業費

本　年　度

増△減

22,143

21,611 21,958
予
算 21,983

0 0 0

一 般 財 源

21,983

瀬谷

予算区分

総務

性質・
課題区分

令和４年度

区　分

統合事務費

前　年　度 22,143

事業開始年度

平成30年度

その他

0

平成26年度

0

令和５年度

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

区役所総務費

財　源　内　訳

差引

有:件名（）、日付（　年　月）

22,143

前年度

20,716

22,14321,741 22,088

事業費 21,356
21,983

方針に関する決裁  種別(　　)
メリット＋一般財源

160
160

戸籍課 2,546

総務課

本年度

税務課

21,226 20,586 22,059

319

2,546

事業の概要
（目的）

797

319

瀬谷

　

土木事務所 180 　

7,820 0

予算調整

鈴木 康幸 上野　伸一

22,143

47

1,985

180 0

05,390

　１　総務課事務運営費
　２　区政推進課事務運営費
　３　地域振興課事務運営費
　４　戸籍課事務運営費
　５　税務課事務運営費
　６　福祉保健課事務運営費
　７　高齢･障害支援課事務運営費
　８　こども家庭支援課事務運営費
　９　生活支援課事務運営費
　10　保険年金課事務運営費
　11　土木事務所事務運営費

決
算

0

福祉保健課

　

区政推進課

0

7,820生活支援課

1,574 0

635

47 　

1,574

850

政策番号 主な施策番号

Ⅰ 目標達成に向けた基本姿勢　基本的業務の「正確・丁寧・公平・迅速」な遂
行

21,983
0

国・県 諸収入

令和元年度

22,219

事業費 22,143
一般財源

運営方針等との関係

無

区役所各課の運営に必要な事務経費です。経費節減に努めながら、適正な運営を行います。

21,983

No. 1

小野瀬　夕湖

課長 係長
本資料は、公正・適正に作成しました。

高齢・障害支援課

地域振興課

0

保険年金課

1,985こども家庭支援課 0

合計 22,143

5,390

金　額

特記事項

細目事業

中期計画-38の政策

説明



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

○

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 2 ）

6,884

３年度見込
624,000

0

會田　文恵

歳出

事業費決
算

6,844

135

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 ５ 区民アンケート

差引

事業費合計

135

事業費

8,338

　
　

7,731

前年度

7,292

「広報よこはま瀬谷区版」を発行し、区民への区政やイベント等の情報提供の充実を図っていく。区民ニーズに合っ
た情報を分かりやすく伝えていく必要がある。

部数 624,100 622,800 625,700 625,900 625,200 624,000

広報事業【広報区版（発行部数）】
年度 27年度実績 28年度実績 29年度実績

令和元年度瀬谷区区民意識調査

7,731 委託契約費増による増

0
0
　

7,866広報よこはま発行事業

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源7,001

7,548 7,431

7,485

鴨下　真梨子

広報相談

広報よこはま瀬谷区版発行要領

２　運営方針等との関係

7,908 7,053

7,866

課長

１　地域の課題等

0

八子　俊昇

説明

係長

区政に関する情報を広報紙を活用して分かりやすく伝えます。

諸収入
区　分

広報よこはま瀬谷区版の企画編集・印刷製本・発行
タブロイド版フルカラー　８頁×10回（通常月）、12頁×２回（挟み込み保存版発行月）
発行部数：52,000部／月

３　根拠法令・要綱等

477

目標達成に向けた組織運営　区民満足度の向上

0 17

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

本　年　度
前　年　度 7,731

7,140

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

7,866

メリット＋一般財源 6,837

7,389

事業の概要
（目的）

7,271
1180

歳出 令和５年度

広聴広報相談費

国・県

統合事務事業費

7,866 7,866
7,389

増△減

7,389

令和４年度

No. 2
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

460
0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成21年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

本資料は、公正・適正に作成しました。

瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
広報・広聴

事  業  名

広報よこはま発行事業

135

区政推進

財　源　内　訳

事業開始年度

30年度実績 元年度実績 ２年度見込



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
○　相談事業（特別相談件数）

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 3 ）

主な施策番号

統合事務事業費

諸収入
区　分

No.
瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
広報・広聴

事  業  名

市民相談事業

区政推進

財　源　内　訳

政策番号

3
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成21年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

中期計画-38の政策

事業開始年度広聴広報相談費

国・県

1,847
△ 1180

歳出 令和５年度
事業費

1,695

区民サービス向上のため、弁護士などの専門相談員による特別相談事業を実施します。

△ 118

1,729

事業の概要
（目的）

歳出

事業費決
算

1,651
1,729 1,729
1,729

1,651

1,643
メリット＋一般財源 1,643

目標達成に向けた組織運営　区民満足度の向上

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

１ 日常の窓口応対等

日常の窓口対応の中で、弁護士などの専門相談員との相談を希望する区民ニーズがある中、引き続き、現状の相談回
数の確保が必要である。

1,729

増△減

1,729

令和４年度

本　年　度
前　年　度 1,847

1,702

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,802

1,702 1,802

1,700

田中　倫子

広報相談

瀬谷区特別相談に関する実施要綱

２　運営方針等との関係

1,695 1,700

1,729

課長

１　地域の課題等

八子　俊昇

説明

會田　文恵

△ 118

0

1,847

　瀬谷区相談実施報告書

係長

本資料は、公正・適正に作成しました。

事業費合計

△ 118
相談回数減、食糧費不要に
よる減

0
0
　0

　
　

28年度実績 29年度実績 30年度実績 元年度 ２年度見込 ３年度見込

市民相談事業 1,729

　区役所での専門相談の実施。
　法律相談（毎週水、第１金）、司法書士相談（第１火）、税務相談（3月を除く奇数月第２火）他

３　根拠法令・要綱等

地域の課題等の収集手段

差引

法律相談 360
30

細目事業名 本年度

333 345 336 333 360
税務相談 22 30 22 27

0

30

1,847

前年度

司法書士相談 48 64 41 32 60 60
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中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 4 ）

瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
環境美化

事  業  名

クリーンタウン横浜事業

0

地域振興

財　源　内　訳

6

事業開始年度地域コミュニティ費

統合事務事業費

1,080 1,080
1,080

増△減

1,080

令和４年度

No. 4
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成17年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

4

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

11

1,080

国・県

メリット＋一般財源 790

1,080
00

歳出 令和５年度
事業費

902

本　年　度
前　年　度 1,080

1,080

　空き缶や吸い殻などの散乱の防止に関する啓発、清掃等の活動を行うことにより、清潔できれいな
街をつくり、快適な都市環境の確保を目指します。

1,080

事業の概要
（目的）

課長

１　地域の課題等

0
1,080

　清掃活動日数

1,080

790

5 5 5

1,080

澤野　仁晴

説明

諸収入

係長

　
　

　美化重点地区等の美化を維持するためにも、空き缶や吸い殻などの散乱の防止に関する繰り返しの啓発・指導を行
うことが必要です。また、清潔できれいな街を維持することにより、ポイ捨て防止の抑制に繋げる必要があります。

本資料は、公正・適正に作成しました。

R2実績

区　分

　美化重点地区等の美化を維持するため、清掃活動を行う者を配置し、啓発・清掃活動を実施します。
　なお、令和３年度は市の美化推進員制度が廃止されますが、当区においては美化推進員の活動が良好に推移し地域
の美化推進・啓発に役立っていることから、区として現行の美化推進員と同様の制度を制定し、引き続き事業を継続
します。

３　根拠法令・要綱等

・魅力の創出、区民協働の推進
・環境行動推進事業

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

クリーンタウン横浜事業 1,080

美化推進員数
年度 H29実績 H30実績 R1実績

活動人数

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,080

1,080 1,080

874

長田　弘房

資源化推進担当

・横浜市一般廃棄物処理基本計画（ヨコハマ３Ｒ夢プラン推進計画）
・横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止に関する条例

２　運営方針等との関係

902 874

1,080

前年度

0
0
　0

5
※R3見込

5
※令和３年度は市制度廃止・区制度制定により、美化推進員の名称を変更する予定

長田　弘房

歳出

事業費決
算

1,080

0

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

0

６ 区民要望
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中期計画-38の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

（ 区 － 5 ）

８ その他

消費生活推進事業 810
細目事業名 本年度

10 10 10 10

0

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引
810

　地域では巧妙な手口の悪質商法などによる被害が後を絶たない状況です。被害を未然に防止する啓発活動を行う必
要があります。
  令和３年度も新型コロナウイルスの感染拡大が予想される中で、消費生活推進員による地域の皆様への啓発など従
来の活動が制限されるため、コロナ禍での事業展開の検討が必要となっています。

Ｈ29実績 Ｈ30実績 R1実績 R2実績 R3見込
助成金交付団体数 10

岩上　教行

説明

小山　敬之

0

0

前年度

0
0
　0

　
　

810

　消費生活推進員地区活動助成金交付団体数

係長

本資料は、公正・適正に作成しました。

事業費合計

0

前　年　度 810

579
519

462

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源759

579 759

637

飯山　遥

地域力推進担当

横浜市消費生活条例
瀬谷区消費生活推進員地区活動助成金交付要綱

２　運営方針等との関係

563 637

810

課長

１　地域の課題等

事業費決
算

519

諸収入
区　分

　各地区の「消費生活推進員の会」の活動に助成するとともに、特に高齢者の悪質商法などによる被害を未然に防止
する啓発活動や、食品ロスの削減、地球温暖化防止等の活動を支援します。

３　根拠法令・要綱等

基本姿勢　基本的業務の「正確・丁寧・公平・迅速」な遂行

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

本　年　度

中期計画-38の政策

810

メリット＋一般財源 462

810
00

歳出 令和５年度
事業費

563

　地域の安全で快適な消費生活の実現を図るために、悪質商法などによる被害を未然に防止する啓発
活動を行います。

810

事業の概要
（目的）

歳出

統合事務事業費

810 810
810

増△減

810

令和４年度

No. 5
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成６年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
地域コミュニティ

事  業  名

消費生活推進事業

0

地域振興

財　源　内　訳

事業開始年度地域コミュニティ費

国・県

政策番号 主な施策番号
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中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】
１　内容

２　対象者
　　連合町内会長、自治会町内会（防災担当）及び浸水想定区域内の要援護者施設
３　配信内容
　　区内の避難情報（避難準備・高齢者避難開始、避難勧告、避難指示）や災害発生情報を配信

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 6 ）

緊急時情報システム運用事業 480

-
163人

２年度見込 ３年度見込

163人
-

７ 関係団体からの要望

480

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源480

0 480

480

今野　大哉

庶務

横浜市防災計画

２　運営方針等との関係

0 480

480

前年度

0
0

事業費合計
0

鈴木　康幸

説明

諸収入
区　分

３　根拠法令・要綱等

Ⅱ目標達成に向けた施策　３安全・安心のまちづくり

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

係長

0

差引
0

本年度

480
00

0

　区民への情報伝達のため、災害等に関する緊急情報について、電話等を利用して、区から直接防災・減災活動
の核である、連合町内会長や自治会町内会長及び浸水想定区域内の施設に対して発信し、受信状況を確認するシ
ステムを運用します。

増△減

地域の課題等の収集手段

１　地域の課題等

No.

事業の概要
（目的）

0

0

歳出

事業費決
算

0

統合事務事業費

480 480
480

歳出 令和５年度
事業費

政策番号 主な施策番号

480
480

0

480

480

令和４年度

　災害発生時の区民への情報伝達において、情報を取得できないという事態を避けるため、地域や年代に応じた様々
な伝達手段を構築する必要がある。

メリット＋一般財源 0

中期計画-38の政策

35

6
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成22年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

瀬谷

予算区分
防災性質・

課題区
分

事  業  名

緊急時情報システム運用事業

0

総務

防犯・防災・安全対策費

財　源　内　訳

3

国・県

本　年　度
前　年　度

事業開始年度

本資料は、公正・適正に作成しました。

　区民への情報伝達のため、区内の災害等に係る緊急情報等について、自宅の固定電話や携帯電話、Eメール
で伝達する登録制のシステムを運用します。

元年度実績

登録数 158人
配信回数 ５回

課長

480

・気象データ・河川水位データ

小山　智央

0

細目事業名

　
　
　0



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
単位：回

【実施内容】
地域スポーツ・レクリエーション活動の推進役として、市から委嘱を受けるスポーツ推進委員の活動を支援します。

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】
瀬谷区スポーツ推進委員委嘱人数（R2.4月）、瀬谷区スポーツ推進委員区及び地区活動実績（令和元年度）

係

（ 区 － 7 ）

　
　

事業費合計

1,449

１ 日常の窓口応対等

スポーツ推進委員支援事業 3,204 委嘱に伴うユニフォーム
購入による増

スポーツ推進委員支援事業

細目事業名 本年度

古尾谷　節子

1,4491,755

係長

前年度

0
0
　0

H29実績

差引

H30実績

説明

３　根拠法令・要綱等

R1実績 R2見込 R3見込
100 121 122 122 122

大規模スポーツ大会警備等 4 4

1,755

0

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源3,640

1,705 3,640

3,640

樋口　雄祐

区民協働推進

スポーツ基本法、横浜市スポーツ推進委員規則、瀬谷区スポーツ推進委員連絡協議会に
対する活動補助金交付要綱

２　運営方針等との関係

1,705 3,640

3,204

課長

１　地域の課題等

0

岩上　教行

地域の課題等の収集手段

健康増進、魅力の創出・区民協働の推進

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

市より委嘱を受けている横浜市スポーツ推進委員の活動を支援し、区民の生涯スポーツ・レクリエー
ション活動の普及とスポーツの振興を図ります。

2,369

2,369

７ 関係団体からの要望

3,204

令和４年度

事業の概要
（目的）

少子高齢化に伴い区民の体力向上や健康増進が課題となっているため、各地域において気軽にスポーツを行える機会
や環境の提供及びスポーツを通じて心身の健全育成や地域コミュニティの醸成を推進する必要があります。

1,755
1,4490

歳出 令和５年度
事業費

1,705

区　分

3,204
1,755

増△減

3,204

本　年　度
前　年　度 1,755

1,705

7
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成22年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

主な施策番号

中期計画-38の政策

事業開始年度文化・ｽﾎﾟｰﾂ・学習振興費

32 32

地域スポーツ・レク大会等

国・県

政策番号

統合事務事業費

1,755

7

メリット＋一般財源 2,369

No.

3,204

諸収入

歳出

事業費決
算

2,369

4 0 4

本資料は、公正・適正に作成しました。

瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
文化・スポーツ

事  業  名

スポーツ推進委員支援事業

1,449

地域振興

財　源　内　訳

2

スポーツ推進委員会議研修等 23 25 32



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】
　青少年指導員事業

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 8 ）

近年の青少年は、核家族化の進行やインターネット環境が発展していることから地域との関わりが少なくなっていま
す。また、そのような社会環境の変化によって、青少年が犯罪に巻き込まれる可能性が高まっています。瀬谷区では
そのような状況に対応するため、瀬谷区青少年指導員連絡協議会と協力して、青少年の健全育成に取り組みます。

メリット＋一般財源 1,432

本資料は、公正・適正に作成しました。

瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
青少年健全育成

事  業  名

青少年指導員事業

△ 1,449

地域振興

財　源　内　訳

1

事業開始年度子育て・子ども・青少年育成費

国・県

統合事務事業費

3,109 1,847
3,109

増△減

1,847

令和４年度

No. 8
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成21年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

政策番号 主な施策番号

中期計画-38の政策

29

1,847 1,847
3,296

△ 1,4490

歳出 令和５年度
事業費

2,877

前　年　度 3,296

2,877

市より委嘱を受けている横浜市青少年指導員の活動を支援し、地域社会における青少年の自主的活動
とその育成組織活動を推進することにより、青少年の健全育成を図ります。

事業の概要
（目的）

課長

１　地域の課題等

0

岩上　教行

説明

諸収入
区　分

３　根拠法令・要綱等

令和２年度瀬谷区運営方針「子ども・青少年の育成」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

本　年　度

係長

　
　

3,296

　瀬谷区青少年指導員委嘱人数（R2.4月）、瀬谷区青少年指導員区及び地区活動実績（令和元年度）

1,432

1,432

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源1,462

2,877 1,462

1,457

森本　賢治

区民協働推進

神奈川県青少年保護育成条例、神奈川県青少年指導員委嘱要領、横浜市青少年指導員要
綱、瀬谷区青少年指導員活動費補助金交付要領、第２期横浜市子ども・子育て支援事業
計画

２　運営方針等との関係

2,877 1,457

1,847

ユニフォームの隔年更新のための減

前年度

0
0
　0

3,296

29年度実績 30年度実績 元年度実績 ２年度見込み

金原　宗武

歳出

事業費決
算

1,432

△ 1,449

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

△ 1,449

７ 関係団体からの要望 ８ その他

青少年指導員事業 1,847

３年度見込み
区青少年指導員数(人) 154 148 149 145 145

　瀬谷区青少年指導員連絡協議会に補助金を交付し、地域における青少年育成活動を支援します。

活動実施(協力)回数(回) 16 19 17 6 14
区青少年指導員会議(回) 22 23 20 19 23



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 9 ）

本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引
960

　学校、家庭及び地域がお互いに連携し、それぞれの活動に生かすことで、次世代を担う児童・生徒が自己有用感を
持ちながらも、人間性豊かに育つよう自主的に取り組むことが必要です。

区内５中学校区の学校・家庭・地域連携事業実行委員会に補助金を交付し、学校を中心とした地域における青少年
育成活動を支援します。

0

６ 区民要望 ７ 関係団体からの要望

学校・家庭・地域連携事業 960

0

山梨　真奈美 松浦　基晴

0

0

前年度

0
0
　0
　

960

　瀬谷区内児童・生徒数（こども家庭支援課調べ）

説明

係長

　

本資料は、公正・適正に作成しました。

事業費合計

細目事業名

955

学校、家庭、地域が連携し、それぞれがもつ教育的機能を発揮することにより青少年が自立心をも
ち、人間性豊かに育つよう青少年の健全育成を進めます。

955

955

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源960

955 960

959

村井　利永

瀬谷区学校・家庭・地域連携事業推進要綱
瀬谷区学校・家庭・地域連携事業支援要綱

２　運営方針等との関係

955 959

960

課長

１　地域の課題等

事業費

955

諸収入
区　分

３　根拠法令・要綱等

令和２年度瀬谷区運営方針「子ども・青少年の育成」

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

本　年　度
前　年　度

960

メリット＋一般財源 955

960

事業の概要
（目的）

歳出

事業費決
算

955

960
00

歳出 令和５年度

0
960

統合事務事業費

960 960
960

増△減

960

令和４年度

No. 9
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成17年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

瀬谷

予算区分
学校連携性質・

課題区
分

青少年健全育成

事  業  名

学校・家庭・地域連携事業

中期計画-38の政策

25

こども家庭支援

子育て・子ども・青少年育成費

財　源　内　訳

6

事業開始年度子育て・子ども・青少年育成費

国・県

政策番号 主な施策番号

※児童・生徒数は、毎年４月５日現在の数字

10,141 9,869 9,438 9,154 8,632

29年度実績

補助か所数

児童・生徒数

30年度実績 令和元年度実績 ２年度見込 ３年度見込

５か所 ５か所 ５か所 ５か所 ５か所



(様式６－１） 【 】

［ 区 課]

中期計画-38の政策 ○
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
重点事業
新規・拡充
温暖化対策関連事業

（単位：千円）

（説　　明）

【実績の推移・今後見込み】

　　瀬谷フェスティバルでの啓発ブース出店

【実施内容】

【事業費の内訳】

【根拠とするデータ等】

係

（ 区 － 10 ）

延参加人数 1,930人 2,154人 中止 2,000人
令和2年度は瀬谷フェスティバル中止により、各団体ができる範囲で独自事業を実施　　　見込数　100人

瀬谷区の健康に関する特徴は以下のとおり。
・特定健診、がん検診(肺がんを除く)の受診率が低い。
・喫煙率が高い。
・メタボリック症候群予備軍が多い(特に若い世代において、運動習慣のない人が多い)。
・「健康づくりに役立つ活動」に参加してみたい割合が39.4％と地域交流で参加してみたい項目の内１位。（令和元
年度区民意識調査結果より）
・複合的な課題を抱えた母子世帯が多い。こどもの育ちに合わせた対応に悩む相談がある。

メリット＋一般財源 109

元年度実績 ２年度実績 ３年度見込

本資料は、公正・適正に作成しました。

瀬谷

予算区分
性質・
課題区

分
健康づくり

事  業  名

健康づくり月間事業

0

福祉保健

財　源　内　訳

2

事業開始年度地域福祉保健推進費

国・県

政策番号

統合事務事業費

180 180
180

増△減

180

令和４年度

No. 10
令　和　３　年　度　　　事　業　計　画　書

0

平成29年度 平成30年度 令和元年度

一 般 財 源

平成８年度

特記事項

金　額

事業評価
書番号

該当なし

事業評価
書番号

主な施策番号

中期計画-38の政策

15

180
180

00

歳出 令和５年度
事業費

173

本　年　度
前　年　度 180

180

保健・衛生に関する正しい知識の普及、健康寿命の延伸に向けた健康意識の啓発、市民と行政が連携した
健康づくり運動の推進及び地域に根ざした自発的な健康づくりを促進し、市民の生涯にわたる健康づくり
に寄与することを目的とする。

180

事業の概要
（目的）

課長

１　地域の課題等

0

本間　睦

説明

係長

　
　

180

　区民アンケート、横浜市のポータルサイト、国民健康保険のデータベース

30年度実績

諸収入
区　分

 10月１日から10月31日の期間を健康づくり月間とし、次の実施内容を「瀬谷区健康づくり月間実行委員会」が補助金の交
付を受けて実施します。（行事は９月から11月までの期間に実施できます。）
(1) 区域の実状にあった個性ある健康づくり推進事業
(2) 生涯にわたる健康づくりを進めていくための事業
(3) 保健・医療機関及び各種市民団体と連携した事業
(4) 市民の各層が参加し、自ら健康づくりを普及する事業

３　根拠法令・要綱等

健康・福祉の充実

0 0

無

方針に関する決裁  種別(　　)
有:件名（）、日付（　年　月）

予
算

180

109

７ 関係団体からの要望

180

瀬谷

メリット＋一般財源

事業費予
算 一般財源180

180 180

171

清田　三恵

健康づくり

健康増進普及月間実施要綱（厚生労働省）横浜市健康づくり月間事業実施要綱、瀬谷区
健康づくり月間事業の実施及び同事業補助金交付要綱、集団健康教育事業実施要綱

２　運営方針等との関係

173 171

180

前年度

0
0
　0

舟木　文華

歳出

事業費決
算

180

0

0

細目事業名 本年度

地域の課題等の収集手段 １ 日常の窓口応対等

差引

事業費合計

0

４ 地区懇談会 ５ 区民アンケート

健康づくり月間事業 180
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